
全
国
市
議
会
議
長
会
基
地
協
議

会
（
会
長
�
市
岡
博
道
佐
世
保
市

議
会
議
長
）
は
1
月
17
日
、
都
市

セ
ン
タ
ー
ホ
テ
ル
で
正
副
会
長
・

監
事
・
相
談
役
会
を
開
催
し
た
。

会
議
で
は
、市
岡
会
長
か
ら「
29

年
度
予
算
案
で
は
、
基
地
・
調
整

交
付
金
は
対
前
年
度
同
額
の
3
5

5
億
4
0
0
0
万
円
の
要
求
額
満

額
、
基
地
周
辺
対
策
経
費
は
歳
出

ベ
ー
ス
で
対
前
年
度
28
億
2
0
0

万
円
増
の
1
2
2
0
億
円
2
0
0

0
万
円
が
確
保
さ
れ
た
。
精
力
的

な
要
望
活
動
を
行
っ
た
皆
様
方
に

深
く
感
謝
申
し
上
げ
る
。
今
後
と

も
、
さ
ら
な
る
ご
支
援
、
ご
協
力

を
お
願
い
申
し
上
げ
る
」
な
ど
の

挨
拶
を
し
た
。

協
議
で
は
、
29
年
度
の
活
動
方

針
案
、
事
業
計
画
案
、
予
算
案
に

つ
い
て
原
案
の
と
お
り
了
承
し
、

2
月
1
日
開
催
の
第
87
回
理
事
会
、

第
80
回
総
会
に
提
案
す
る
と
し
た

ほ
か
、
理
事
会
、
総
会
の
運
営
な

ど
に
つ
い
て
協
議
し
た
。

な
お
、
講
師
説
明
で
は
、
森
幸

則
・
総
務
省
自
治
税
務
局
固
定
資

産
税
課
課
長
補
佐
か
ら
、
基
地
交

付
金
・
調
整
交
付
金
（
29
年
度
予

算
含
む
）
な
ど
に
つ
い
て
、
森
田

治
男
・
防
衛
省
地
方
協
力
局
地
方

協
力
企
画
課
長
か
ら
、
29
年
度
基

地
周
辺
対
策
関
係
経
費
な
ど
に
つ

い
て
、
そ
れ
ぞ
れ
の
説
明
を
聴
取

し
た
。

自
由
民
主
党
防
衛
施
設
問
題
に

関
す
る
議
員
連
盟
（
会
長
�
今
津

寛
・
衆
議
院
議
員
）
の
総
会
が
1

月
23
日
、
衆
議
院
第
一
議
員
会
館

で
開
か
れ
、
青
栁
愼
全
国
市
議
会

議
長
会
基
地
協
議
会
会
長
職
務
代

理
（
綾
瀬
市
議
会
議
長
）
が
出
席

し
た
。

会
議
冒
頭
、
今
津
議
連
会
長
か

ら
「
再
編
特
措
法
（
駐
留
軍
等
の

再
編
の
円
滑
な
実
施
に
関
す
る
特

別
措
置
法
）
の
延
長
に
つ
い
て
、

法
案
を
通
常
国
会
に
提
出
す
る
た

め
、
急
き
ょ
会
議
を
開
催
し
た
の

で
、
よ
ろ
し
く
お
願
い
し
た
い
」

な
ど
の
挨
拶
が
あ
っ
た
。
続
い
て
、

武
田
良
太
・
議
連
幹
事
長
（
衆
議

院
議
員
）
か
ら
「
再
編
は
全
員
で

取
り
組
ま
ね
ば
な
ら
な
い
問
題
。

協
力
し
合
い
、
解
決
に
向
け
邁
進

す
る
」
な
ど
の
挨
拶
が
あ
っ
た
。

議
事
で
は
、
再
編
特
措
法
に
つ

い
て
、
は
じ
め
に
、
山
口
幸
太
郎

・
在
日
米
軍
再
編
に
係
る
訓
練
移

転
先
6
基
地
関
係
自
治
体
連
絡
協

議
会
会
長
（
千
歳
市
長
）
か
ら
要

望
が
あ
っ
た
。
続
い
て
、
青
栁
会

長
職
務
代
理
か
ら
「
再
編
特
措
法

の
延
長
、
所
要
額
の
確
保
、
交
付

期
間
の
延
長
」
を
要
望
し
た
。
防

衛
省
か
ら
説
明
、
質
疑
・
応
答
後
、

再
編
特
措
法
に
つ
い
て
了
承
し
た
。

そ
の
他
で
は
、
多
く
の
会
員
か
ら

発
言
が
あ
っ
た
。

こ
の
ほ
ど
、
各
市
区
議
会
が
28
年
11
月
1
日
か
ら
29
年
1
月
25

日
に
可
決
し
た
意
見
書
・
決
議
を
取
り
ま
と
め
た
。
「
地
方
議
会

議
員
の
厚
生
年
金
へ
の
加
入
」が
2
8
3
件
で
最
多
。
次
い
で「
社

会
保
障
に
関
す
る
地
方
財
政
措
置
に
つ
い
て
」（「
安
心
な
社
会
保

障
と
強
い
地
域
経
済
を
構
築
す
る
た
め
の
地
方
財
政
措
置
」が
主
）

が
72
件
と
な
っ
た
。

【
2
・
3
面
に
記
事
】

【
防
衛
施
設
問
題
に
関
す
る
議
員

連
盟
役
員（
前
列
着
席
者
）】

▽
会
長
�
今
津
寛
（
衆
議
院
議

員
）▽
会
長
代
理
�
岩
屋
毅（
衆

議
院
議
員
）
▽
幹
事
長
�
武
田

良
太（
衆
議
院
議
員
）▽
顧
問
�

江
渡
聡
徳（
衆
議
院
議
員
）▽
事

務
局
長
�
佐
藤
正
久
（
参
議
院

議
員
）

第2001号1月25日平成２9年
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青栁会長職務代理が要望。前方の5人
（横一列で着席）は議連役員（本文末参照）

基基
地地
協協
がが
役役
員員
会会
をを
開開
催催

会議の模様

自民党

防
衛
施
設
議
連
総
会
が
開
催

―
再
編
特
措
法
の
延
長
な
ど
要
望
―

2・3面

意
見
書
・
決
議
を
取
り
ま
と
め

〒102-0093
東京都千代田区平河町2-4-2
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発行人 井原 好英

地地
方方
議議
員員
のの
厚厚
生生
年年
金金
へへ
のの
加加
入入
がが
最最
多多

挨
拶
す
る
市
岡
会
長

挨
拶
す
る
今
津
議
連
会
長

要
望
す
る
青
栁
会
長
職
務
代
理

活
動
方
針
案

事
業
計
画
案

予

算

案
を
協
議

理
事
会
、総
会
提
案
予
定
の
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トトピピッッ
ククスス

※
「
本
会
に
報
告
の
あ
っ
た
件
数
」

と
は
、
29
年
1
月
25
日
ま
で
に
各

市
議
会
か
ら
本
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

の
メ
ン
バ
ー
の
ペ
ー
ジ
の
オ
ン
ラ

イ
ン
調
査
・
回
答
シ
ス
テ
ム
に
情

報
入
力
、
郵
便
、
メ
ー
ル
、
フ
ァ

ク
ス
で
受
け
付
け
た
も
の
。
な
お
、

入
力
方
法
等
の
問
い
合
わ
せ
に
つ

い
て
は
調
査
広
報
部
（
☎
0
3
―

3
2
6
2
―
5
2
3
7
）
ま
で
。

こ
の
ほ
ど
、
28
年
11
月
1
日
か

ら
29
年
1
月
25
日
に
全
国
の
市
議

会
に
お
い
て
可
決
し
た
意
見
書
・

決
議
の
う
ち
、
※本
会
に
報
告
の
あ

っ
た
件
数
を
取
り
ま
と
め
た
。
件

数
の
多
い
意
見
書
・
決
議
を
紹
介

す
る
。地地

方方
議議
会会
議議
員員
のの

厚厚
生生
年年
金金
へへ
のの
加加
入入

意
見
書
・
決
議
で
最
も
多
か
っ

た
も
の
が
「
地
方
議
会
議
員
の
厚

生
年
金
へ
の
加
入
」
で
2
8
3
件

だ
っ
た
。

こ
れ
は
、
28
年
12
月
の
定
例
会

に
先
立
ち
、
本
会
か
ら
、
10
月
24

日
付
け
で
「
地
方
議
会
議
員
の
厚

生
年
金
へ
の
加
入
を
求
め
る
意
見

書
の
提
出
等
に
つ
い
て（
依
頼
）」

の
文
書
を
送
付
し
、
12
月
定
例
会

で
の
議
決
と
地
元
選
出
国
会
議
員

へ
の
要
望
活
動
を
要
請
し
て
い
た

も
の
。

「
国
民
の
幅
広
い
層
か
ら
の
政

治
参
加
や
地
方
議
会
に
お
け
る
人

材
確
保
の
観
点
か
ら
、
地
方
議
会

議
員
の
厚
生
年
金
加
入
の
た
め
の

法
整
備
を
早
急
に
実
現
す
る
」
こ

と
を
求
め
て
い
る
。

な
お
、
国
会
対
策
委
員
会
、
地

方
行
政
委
員
会
は
28
年
11
月
（
1

9
9
7
号
8
〜
10
面
参
照
）
、
正

副
会
長
は
28
年
12
月
（
1
9
9
8

号
1
面
参
照
）
に
、
政
府
・
与
党

要
職
者
に
面
談
し
、
地
方
議
会
議

員
の
厚
生
年
金
へ
の
加
入
を
要
望

し
て
い
る
。

社社
会会
保保
障障
にに
関関
すす
るる
地地
方方
財財

政政
措措
置置
にに
つつ
いい
てて

「「
社社
会会
保保
障障
にに
関関
すす
るる
地地
方方
財財

政政
措措
置置
にに
つつ
いい
てて
」」
はは
7722
件件
。。
ここ

のの
うう
ちち
、、
「
安
心
な
社
会
保
障
と

強
い
地
域
経
済
を
構
築
す
る
た
め

の
地
方
財
政
措
置
」
は
68
件
。

ほ
と
ん
ど
全
て
の
意
見
書
が
①

「
消
費
税
率
の
引
き
上

げ
延
期
に
よ
る
地
方
に

お
け
る
社
会
保
障
の
充

実
施
策
の
実
施
に
支
障
が
生
じ
る

こ
と
の
な
い
よ
う
、
所
要
の
財
源

を
確
保
す
る
こ
と
。
特
に
、
要
望

の
強
い
保
育
の
受
け
皿
整
備
に
係

る
財
源
に
つ
い
て
は
、
地
方
負
担

分
も
含
め
て
国
の
責
任
に
お
い
て

適
切
に
財
源
措
置
を
講
じ
る
こ

と
」
②
「
人
材
確
保
が
喫
緊
の
課

題
に
な
っ
て
い
る
保
育
士
・
介
護

職
員
な
ど
の
処
遇
改
善
な
ど
『
一

億
総
活
躍
プ
ラ
ン
』
関
連
施
策
の

実
施
に
つ
い
て
も
、
地
方
負
担
分

も
含
め
て
国
の
責
任
に
お
い
て
適

切
に
財
源
措
置
を
講
じ
る
こ
と
」

③
「
人
口
減
少
社
会
へ
の
対
応
と

い
う
中
長
期
的
な
課
題
に
取
り
組

む
地
方
自
治
体
を
サ
ポ
ー
ト
し
、

地
域
の
実
情
に
応
じ
て
自
主
性
・

主
体
性
を
発
揮
し
、
地
方
創
生
を

推
進
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
1

兆
円
の
『
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と

創
生
事
業
費
』
を
中
期
的
に
継
続

す
る
こ
と
。
ま
た
、
地
方
創
生
推

進
交
付
金
に
つ
い
て
も
、
安
定
的

か
つ
継
続
的
に
所
要
の
財
源
を
確

保
す
る
こ
と
」
④
「
地
方
自
治
体

が
提
供
す
る
社
会
保
障
の
充
実
策

を
は
じ
め
、
福
祉
、
学
校
教
育
、

消
防
、
道
路
や
河
川
等
の
社
会
基

盤
の
整
備
な
ど
、
国
民
生
活
に
密

接
に
関
連
す
る
多
く
の
行
政
サ
ー

ビ
ス
を
確
実
に
実
施
す
る
た
め
に

は
、
地
方
一
般
財
源
の
確
保
が
不

可
欠
で
あ
り
、
特
に
地
方
交
付
税

総
額
に
つ
い
て
は
確
実
に
確
保
す

る
こ
と
」
―
の
4
項
目
を
求
め
た
。

①
の
前
段
、
③
の
前
段
、
④
は
、

第
92
回
定
期
総
会
の
会
長
提
出
決

議
に
同
様
の
内
容
が
あ
り
、
本
会

の
重
要
な
要
望
事
項
と
な
っ
て
い

る
。
ま
た
、
①
の
後
段
、
②
は
、

社
会
文
教
委
員
会
の
要
望
事
項
に

同
様
の
内
容
が
あ
る
。

①
、
②
に
関
し
て
、
安
倍
晋
三

・
内
閣
総
理
大
臣
は
28
年
中
に
再

三
、
発
言
し
て
き
た
が
、
29
年
1

月
20
日
の
第
1
9
3
回
国
会
に
お

け
る
施
政
方
針
演
説
に
お
い
て
も

「
『
待
機
児
童
ゼ
ロ
』
に
向
か
っ

て
、
保
育
の
受
け
皿
整
備
を
加
速

す
る
。
処
遇
改
善
に
つ
い
て
責
任

を
持
っ
て
財
源
を
確
保
す
る
」
と

述
べ
て
い
る
。

③
に
関
し
て
、
「
ま
ち
・
ひ
と

・
し
ご
と
創
生
事
業
費
」
は
、
29

年
度
地
方
財
政
対
策
に
お
い
て
、

引
き
続
き
1
兆
円
が
確
保
さ
れ
て

い
る
。

④
に
関
し
て
、
一
般
財
源
総
額

は
、
29
年
度
地
財
対
策
に
お
い
て
、

28
年
度
よ
り
0
・
7
％
増
の
62
兆

8
0
3
億
円
が
確
保
さ
れ
て
い
る
。

こ
の
う
ち
、
地
方
交
付
税
は
2
・

2
％
減
の
16
兆
3
2
9
8
億
円
と

な
っ
て
い
る
。

地地
域域
防防
災災
力力
のの
向向
上上
とと
災災
害害

にに
強強
いい
防防
災災
拠拠
点点
のの
整整
備備

「
地
域
防
災
力
の
向
上
と
災
害

に
強
い
防
災
拠
点
の
整
備
」
は
69

件
。ほ

と
ん
ど
全
て
の
意
見
書
が
①

「
被
災
者
支
援
シ
ス
テ
ム
の
全
自

治
体
へ
の
完
備
・
普
及
や
学
校
区

単
位
で
の
自
主
防
災
コ
ミ
ュ
ニ
テ

ィ
の
組
織
化
や
訓
練
の
実
施
等
地

域
防
災
力
の
向
上
を
図
る
こ
と
」

②
「
大
規
模
水
害
か
ら
住
民
の
命

と
暮
ら
し
を
守
る
た
め
の
自
治
体

の
枠
を
超
え
た
流
域
ご
と
の
タ
イ

ム
ラ
イ
ン
の
作
成
や
、
避
難
行
動

意
見
書
・
決
議
の
状
況

【
3
面
へ
続
く
】

議会

決議

―

―
―

―

―
―

―

―
―

―

1

―

―
―

―

―

1

51
52

意見書

283

72
68

69

58
53

31

30
17

6
24

25

22
18

18

17

667

320
987

件 名

○地方議会議員の厚生年金への加入

○社会保障に関する地方財政措置について
・安心な社会保障と強い地域経済を構築
するための地方財政措置

○地域防災力の向上と災害に強い防災拠点
の整備

○駅ホームの安全性向上について
・ホームドアの設置と内方線付き点状ブ
ロックの整備促進

○介護保険制度について（福祉用具、住宅
改修サービスの継続、介護従事者の処遇
改善など）

○米政策について
・稲作農家の不安を払拭し経営の安定と
担い手経営の再生産の確保
・農業者戸別所得補償制度の復活

○子ども医療費助成について（全額国費で
助成、国民健康保険国庫負担金の減額措
置の廃止など）

○給付型奨学金について（制度の創設、拡
充など）

○教職員定数の改善
○ヒートポンプ給湯器の低周波音による健
康被害の対策向上

○私学助成の拡充

○免税軽油制度の創設

【小計】

○その他

【総合計】

11月1日から1月25日に可決した意見書・決議の議決状況

※件名は、代表的なもの又は同様のものをまとめたもの
※意見書・決議の件数が多い順に掲載

28年11/1
〜

29年1/25
可決分

第2001号 平成29年1月25日 （2）全 国 市 議 会 旬 報



に
直
結
す
る
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
の

作
成
、
適
切
な
避
難
勧
告
・
指
示

発
令
の
た
め
の
体
制
構
築
を
図
る

こ
と
」
③
「
災
害
に
強
い
防
災
拠

点
の
整
備
と
し
て
、
ス
マ
ー
ト
フ

ォ
ン
等
で
家
族
の
安
否
や
緊
急
連

絡
を
得
ら
れ
る
よ
う
に
す
る
た
め

の
公
衆
無
線
Ｌ
Ａ
Ｎ
の
設
置
や
、

災
害
時
に
お
け
る
ト
イ
レ
機
能
確

保
の
た
め
の
マ
ン
ホ
ー
ル
ト
イ
レ

の
整
備
を
促
進
す
る
こ
と
」④「
子

ど
も
や
女
性
、
高
齢
者
や
障
が
い

者
が
、
避
難
所
生
活
で
つ
ら
い
思

い
を
す
る
こ
と
が
な
い
よ
う
避
難

所
の
環
境
整
備
や
防
犯
体
制
を
強

化
す
る
こ
と
」
―
の
4
項
目
を
求

め
た
。
ま
た
、
そ
れ
ら
の
財
政
措

置
の
充
実
を
求
め
る
意
見
書
も
あ

っ
た
。

駅駅
ホホ
ーー
ムム
のの
安安
全全
性性
向向
上上

にに
つつ
いい
てて

「
駅
ホ
ー
ム
の
安
全
性
向
上
に

つ
い
て
」
は
58
件
。
今
回
、
は
じ

め
て
本
会
に
報
告
が
あ
っ
た
。
こ

の
う
ち
、
「
ホ
ー
ム
ド
ア
の
設
置

と
内
方
線
付
き
点
状
ブ
ロ
ッ
ク
の

整
備
促
進
」
は
52
件
だ
っ
た
。

ほ
と
ん
ど
全
て
の
意
見
書
が
①

「
ホ
ー
ム
ド
ア
の
設
置
に
当
た
っ

て
は
、
全
て
の
鉄
道
駅
ホ
ー
ム
の

危
険
箇（
個
）所
の
実
態
調
査
を
速

や
か
に
行
う
こ
と
。
と
り
わ
け
、

転
落
の
危
険
性
が
高
い
駅
に
つ
い

て
は
、
現
在
計
画
中
の
駅
と
併
せ

て
、
速
や
か
な
設
置
を
実
現
す
る

こ
と
」
②
「
『
内
方
線
付
き
点
状

ブ
ロ
ッ
ク
』
の
整
備
に
つ
い
て
は
、

全
駅
で
の
整
備
を
促
進
す
る
こ

と
」
③
「
ソ
フ
ト
面
の
対
応
と
し

て
、
希
望
者
へ
の
駅
係
員
の
ア
テ

ン
ド
や
、
一
般
旅
客
に
対
す
る
誘

導
案
内
、
さ
ら
に
は
視
覚
障
が
い

者
へ
の
積
極
的
な
声
か
け
等
事
故

を
未
然
に
防
ぐ
対
策
を
強
化
す
る

こ
と
」
―
の
3
項
目
を
求
め
た
。

介介
護護
保保
険険
制制
度度
にに
つつ
いい
てて

「
介
護
保
険
制
度
に
つ
い
て
」

は
31
件
。

多
く
の
意
見
書
が
福
祉
用
具
、

住
宅
改
修
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
触

れ
、
▽
介
護
保
険
の
理
念
に
基
づ

き
、
介
護
が
必
要
な
方
の
生
活
を

支
え
る
観
点
か
ら
の
検
討
▽
利
用

者
の
負
担
を
増
す
原
則
自
己
負
担

化
を
行
わ
な
い
こ
と
▽
従
来
通
り

の
給
付
の
維
持
―
な
ど
を
求
め
た
。

同
様
の
内
容
の
意
見
書
が
、
5
〜

7
月
分
94
件
（
全
体
の
報
告
数
の

う
ち
2
番
目
に
多
か
っ
た
�
1
9

8
6
号
3
面
参
照
）
、
8
〜
10
月

分
71
件
（
全
体
の
報
告
数
の
う
ち

2
番
目
に
多
か
っ
た
�
1
9
9
5

号
6
面
参
照
）
と
3
定
例
会
続
け

て
、
多
く
提
出
さ
れ
た
こ
と
と
な

る（
5
〜
7
月
・
8
〜
10
月
は「
次

期
介
護
保
険
制
度
改
正
に
お
け
る

福
祉
用
具
、
住
宅
改
修
の
見
直
し

に
つ
い
て
」
と
し
て
集
計
）
。

ほ
か
に
は
、
介
護
従
事
者
の
処

遇
改
善
を
求
め
る
意
見
書
も
半
数

ほ
ど
あ
っ
た
。

米米
政政
策策
にに
つつ
いい
てて

「
米
政
策
に
つ
い
て
」
は
30
件
。

こ
の
う
ち
、
「
稲
作
農
家
の
不
安

を
払
拭
し
経
営
の
安
定
と
担
い
手

経
営
の
再
生
産
の
確
保
」
が
17
件
。

多
く
の
意
見
書
が
①
「
生
産
者

の
不
安
を
払
拭
し
、
地
域
に
お
け

る
円
滑
な
生
産
調
整
を
推
進
す
る

た
め
の
措
置
と
し
て
、
産
地
交
付

金
を
含
む
水
田
の
直
接
支
払
交
付

金
に
つ
い
て
は
、
戦
略
作
物
な
ど

へ
の
支
援
を
明
確
に
位
置
づ
け
、

将
来
に
向
け
た
継
続
的
な
支
援
と

す
る
こ
と
」
②
「
収
入
減
少
影
響

緩
和
交
付
金
（
ナ
ラ
シ
）
の
着
実

な
実
施
と
と
も
に
、
現
在
検
討
を

行
っ
て
い
る
収
入
保
険
の
導
入
に

よ
り
、
担
い
手
経
営
の
安
定
対
策

を
構
築
す
る
こ
と
」
③
「
日
本
型

直
接
支
払
な
ど
水
田
農
業
の
持
続

的
発
展
に
資
す
る
た
め
の
各
種
施

策
の
充
実
強
化
を
図
る
こ
と
」
―

の
3
項
目
を
求
め
た
。

ほ
か
に
は
、
農
業
者
戸
別
所
得

補
償
制
度
の
復
活
を
求
め
る
意
見

書
が
6
件
あ
っ
た
。

子子
どど
もも
医医
療療
費費
助助
成成
にに
つつ
いい
てて

「
子
ど
も
医
療
費
助
成
に
つ
い

て
」
は
意
見
書
が
24
件
、
決
議
が

1
件
の
合
計
25
件
。

①
窓
口
負
担
の
な
い
現
物
給
付

方
式
で
の
中
学
校
卒
業
ま
で
の
全

額
助
成
を
求
め
る
意
見
書
が
最
も

多
か
っ
た
。
こ
の
ほ
か
②
現
物
給

付
方
式
を
理
由
に
し
た
国
民
健
康

保
険
国
庫
負
担
金
の
減
額
措
置
の

廃
止
③
全
国
一
律
の
子
ど
も
の
医

療
費
助
成
制
度
の
創
設
―
な
ど
を

求
め
た
。

②
に
つ
い
て
、
27
年
中
の
意
見

書
・
決
議
の
中
で
は
2
番
目
に
多

か
っ
た
（
1
9
7
1
号
2
・
3
面

参
照
。「
地
方
単
独
事
業
に
係
る
国

民
健
康
保
険
の
減
額
調
整
措
置
の

見
直
し
、廃
止
」と
し
て
集
計
）
。

社
会
文
教
委
員
会
で
は
、
①
に

つ
い
て
、
現
物
給
付
方
式
と
は
し

て
い
な
い
が
、
27
年
度
か
ら
要
望

し
て
お
り
、
②
に
つ
い
て
は
20
年

度
か
ら
、
③
に
つ
い
て
は
10
年
以

上
前
か
ら
要
望
し
て
い
る
。

厚
生
労
働
省
は
28
年
12
月
22
日

付
け
で
各
都
道
府
県
に
、
30
年
度

よ
り
未
就
学
児
ま
で
を
対
象
と
す

る
医
療
費
助
成
に
つ
い
て
、
減
額

措
置
を
行
わ
な
い
と
す
る
旨
、
通

知
し
た
。

給給
付付
型型
奨奨
学学
金金
にに
つつ
いい
てて

「
給
付
型
奨
学
金
に
つ
い
て
」

は
25
件
。
ほ
と
ん
ど
全
て
の
意
見

書
が
給
付
型
奨
学
金
制
度
の
創
設

を
求
め
た
。
加
え
て
、
▽
希
望
す

る
全
て
の
学
生
へ
の
無
利
子
奨
学

金
貸
与
実
現
の
た
め
、
無
利
子
化

と
残
存
適
格
者
問
題
の
解
消
▽
新

た
な
所
得
連
動
返
還
型
奨
学
金
制

度
に
つ
い
て
、
着
実
な
制
度
設
計

と
返
還
中
の
者
へ
の
適
用
推
進
▽

有
利
子
奨
学
金
の
金
利
引
き
下
げ

―
な
ど
を
求
め
て
い
る
。

給
付
型
奨
学
金
制
度
の
創
設
は
、

社
会
文
教
委
員
会
の
要
望
事
項
。

安
倍
総
理
大
臣
は
29
年
1
月
20

日
の
第
1
9
3
回
国
会
の
施
政
方

針
演
説
に
お
い
て
「
返
還
不
要
、

給
付
型
の
奨
学
金
制
度
を
新
た
に

創
設
す
る
」
と
し
て
い
る
。

教教
職職
員員
定定
数数
のの
改改
善善

「
教
職
員
定
数
の
改
善
」
は
22

件
。
教
職
員
定
数
の
改
善
に
加
え
、

義
務
教
育
費
国
庫
負
担
制
度
に
お

け
る
負
担
割
合
の
復
元
、
現
行
制

度
の
堅
持
、
少
人
数
学
級
の
推
進

な
ど
を
求
め
る
意
見
書
も
あ
っ
た
。

ヒヒ
ーー
トト
ポポ
ンン
ププ
給給
湯湯
機機
のの
低低
周周
波波

音音
にに
よよ
るる
健健
康康
被被
害害
のの
対対
策策
向向
上上

「
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
給
湯
機
の
低

周
波
音
に
よ
る
健
康
被
害
の
対
策

向
上
」
は
18
件
。
今
回
、
は
じ
め

て
報
告
が
あ
っ
た
。
ほ
と
ん
ど
全

て
の
意
見
書
が
①
住
宅
業
者
や
設

置
事
業
者
へ
の
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
給

湯
器
の
据
え
付
け
ガ
イ
ド
ブ
ッ
ク

の
周
知
徹
底
②
都
道
府
県
単
位
で

の
専
門
窓
口
の
設
置
と
、
国
・
都

道
府
県
・
市
町
村
相
互
の
連
携
強

化
に
よ
る
被
害
者
の
孤
立
化
防
止

体
制
の
整
備
③
低
周
波
音
の
人
体

へ
の
影
響
な
ど
諸
外
国
の
科
学
的

知
見
の
収
集
、
解
明
に
向
け
た
研

究
の
促
進
―
の
3
項
目
を
求
め
た
。

※
文
中
の
「
」
内
は
原
文
の
ま
ま
掲

載
し
た
も
の

【
2
面
か
ら
続
く
】

各
市
議
会
か
ら
本
会
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
の
オ
ン
ラ
イ
ン
調
査
・
回
答
シ
ス

テ
ム
に
入
力
さ
れ
た
意
見
書
・
決
議

（
平
成
16
年
以
降
の
も
の
）は
、
本
会

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
メ
ン
バ
ー
の
ペ
ー

ジ
か
ら
検
索
し
、
閲
覧
で
き
る
。
な

お
、
メ
ン
バ
ー
の
ペ
ー
ジ
に
お
い
て

は
、
Ｉ
Ｄ
と
パ
ス
ワ
ー
ド
が
必
要
と

な
る
。
Ｉ
Ｄ
な
ど
に
つ
い
て
は
、
28

年
3
月
31
日
付
け
「
（
全
議
Ｍ
1
第

8
号
）
全
国
市
議
会
議
長
会
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
に
つ
い
て（
お
知
ら
せ
）」
で

各
議
会
事
務
局
に
通
知
し
て
い
る
。

本
紙
2
月
5
日
付
け
第

2
0
0
2
号
は
、
第
2
0

0
3
号
と
併
せ
、
2
月
15

日
付
け
第
2
0
0
2
・
3

号
と
し
て
発
行
し
ま
す
。

お
知
ら
せ
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政
府
は
28
年
12
月
20
日
、
「
平

成
28
年
の
地
方
か
ら
の
提
案
等
に

関
す
る
対
応
方
針
」
を
閣
議
決
定

し
た
。

28
年
の
提
案
総
数
3
0
3
件
の

う
ち
、
内
閣
府
と
関
係
府
省
と
の

間
で
調
整
を
行
う
提
案
は
2
0
9

件
。
断
念
し
た
提
案
な
ど
を
除
い

た
1
9
6
件
の
う
ち
、
1
5
0
件

が「
提
案
の
趣
旨
を
踏
ま
え
対
応
」

「
現
行
規
定
で
対
応
可
能
」
と
な

っ
た
。
実
現
・
対
応
の
割
合
は
76

・
5
％
と
な
り
、
26
年
の
提
案
募

集
方
式
導
入
か
ら
3
年
間
で
最
も

高
く
な
っ
た
（
26
年
63
・
7
％
、

27
年
72
・
8
％
）
。

本
紙
で
は
、
提
案
団
体
が
市
の

み
と
な
る
重
点
事
項
に
つ
い
て
、

提
案
時（
1
9
8
3
号
4
面
）か
ら
、

第
1
次
回
答
時（
1
9
8
7
号
3

面
）、
再
検
討
の
視
点
の
提
示
時

（
1
9
8
9
号
3
面
）第
2
次
回
答

時（
1
9
9
2
号
3
面
）と
記
事
で

取
り
上
げ
て
き
た
が
、
対
応
方
針

で
は
下
表
の
と
お
り
と
な
っ
た
。

こ
の
う
ち
、
子
ど
も
・
子
育
て
支

援
法
関
係
（
下
表
で
☆
を
付
し
た

提
案
）
は
、
全
て
、
今
後
の
検
討

事
項
と
な
っ
た
。

ま
た
、
27
年
の
提
案
で
「
28
年

中
に
結
論
を
得
る
。
そ
の
結
果
に

基
づ
き
必
要
な
措
置
を
講
じ
る
」

と
さ
れ
た
重
点
事
項
3
件
（
本
紙

1
9
6
3
・
4
号
8
面
に
掲
載
）

に
つ
い
て
も
、
対
応
方
針
が
決
定
。

①
「
介
護
支
援
専
門
員
業
務
に
係

る
監
督
事
務
の
指
定
都
市
・
中
核

市
へ
の
移
譲
」
に
つ
い
て
は
、
指

定
都
市
に
30
年
度
か
ら
移
譲
す
る

②
「
生
活
保
護
適
正
化
に
係
る
実

施
機
関
の
調
査
権
限
の
強
化
」
に

つ
い
て
は
、
銀
行
、
要
保
護
者
等

の
雇
主
な
ど
主
要
な
経
済
団
体
に

対
し
、
28
年
度
中
に
協
力
要
請
す

る
③
「
公
営
住
宅
の
明
渡
請
求
の

対
象
と
な
る
高
額
所
得
者
の
収
入

基
準
の
条
例
化
」
に
つ
い
て
は
、

一
定
の
範
囲
内
の
条
例
化
を
可
能

と
す
る
―
と
し
た
。

今
後
は
、
一
括
法
案
な
ど
を
29

年
通
常
国
会
に
提
出
、
確
実
な
財

源
措
置
な
ど
必
要
な
支
援
を
実
施

す
る
と
し
て
い
る
。

な
お
、
対
応
方
針
は
、
本
会
か

ら
、
12
月
28
日
付
け
で
各
市
区
に

送
付
し
て
い
る
。
ま
た
、
内
閣
府

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
も
掲
載
さ
れ
て

い
る
。

対応方針の概要

公園施設については、児童館及び地縁団体の会館施設
が設置可能であることを明確化するため、28年度中に通
知する。

地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法
律に基づき、他自治体で任用可能なこと、具体的な任用
事例を28年度中に通知するなど、必要な周知を行う。

保育必要量の認定については、支給認定証の交付に関
する事務負担の軽減措置の状況などを踏まえ、子ども・
子育て支援法施行後、5年を目途として行う子ども・子
育て支援新制度の見直しの中で、保育標準時間・保育短
時間の区分の在り方について検討し、必要があると認め
るときは所要の措置を講ずる。

施設型給付費等に係る処遇改善等加算の加算率の認定
に係る事務・権限については、指定都市、中核市に移譲
する方向で検討し、28年度中に結論を得て、必要な措置
を講ずる。

延長保育事業等と放課後児童健全育成事業を合同で実
施する場合で対象児童が少人数の場合、双方の事業の安
全面、衛生面などに配慮した上での職員配置基準の特例
措置等の事業の合同実施に係る要件を検討し、28年度中
を目途に結論を得て、必要な措置を講ずる。

指定障害児通所支援事業者の指定、指定の更新、勧告、
命令、指定の取消し等の権限の都道府県から中核市へ移
譲する。

民生委員・児童委員については、運用の工夫で地域の
実情に応じて児童福祉に関する事案に重点的に取り組む
ことも可能であること、主任児童委員等の制度の活用方
法等を、28年度中に通知する。また、制度の活用に当た
り、特徴的な自治体の事例を適時適切に周知する。

通知カードの住所変更追記に関する市町村の事務負担
軽減の在り方について、運用実態や市町村の意向調査を
行った上で、国民の利便性にも十分配慮し、適切な対応
を検討し、29年中に結論を得て、必要な措置を講ずる。

市町村長が砂利の採取に伴う災害が発生するおそれが
あると認めるときに実施できる都道府県知事等への要請
については、水質汚濁等の被害のおそれがある場合も実
施可能であることを含め、考え方を明確化するため、都
道府県、指定都市等に28年中に通知する。【措置済】

市町村で年金記録に関する相談業務に使用されている
社会保険オンラインシステムの可搬型窓口装置について、
年金記録全般の相談にも利用可能であることを、実施要
領を改正して明記し、29年度から円滑に運用できるよう、
貸与希望の照会も含め、市町村に周知する。

提案の概要

都市公園に設置できる施設に、
児童館、地縁団体の会館施設を
追加する。

他自治体において退職した職
員を再任用できるようにする。

保育標準時間と保育短時間を
区分することによる保護者側の
利点が少ない上、支給認定に係
る市町村や事業者の負担が多く
発生しているため、保育短時間
制度を見直す。

施設型給付費等に係る「処遇
改善等加算」の加算率の認定に
関する事務権限を、都道府県か
ら指定都市・中核市へ移譲する。

保育所等と放課後児童クラブ
が併設され、利用児童数が少な
い場合に、職員の兼務を認める。

指定障害児通所支援事業者の
指定等に関する届出・報告の受
理、勧告、命令等の権限を、都
道府県から中核市へ移譲する。

地域の実情に応じて、民生委
員とは別の者が児童委員になる
ことができるよう、民生委員を
兼務しない児童委員の委嘱規定
を設ける。

住所変更による券面事項の追
記事務を不要とする。

市町村長が、砂利の採取に伴
う災害が発生するおそれがある
と認めるとき以外でも、都道府
県知事等に対し、必要な措置の
要請ができるよう見直す。

国民年金に関する申請受理等
の窓口業務では年金情報の確認
に手間がかかるため、市町村に
おいて照会可能な年金記録の範
囲を拡大する。

提案主体/提案名（関係府省）

釧路市、八王子市
「都市公園に設置できる施設に関する規
制緩和」（国土交通省）

川口市
「再任用制度の規制緩和」（総務省）

箕面市、高知市、倉敷市 ★★
「子ども・子育て支援新制度下における
保育短時間制度の見直し」（内閣府、厚生
労働省）

宇都宮市 ★★
「施設型給付費等に係る『処遇改善等加
算』の加算率の認定に関する事務権限の
都道府県から指定都市・中核市への移
譲」（内閣府、文部科学省、厚生労働省）

東広島市 ★★
「延長保育と放課後児童クラブを併設運
営する場合の職員配置基準の緩和」（内
閣府、厚生労働省）

大分市
「指定障害児通所支援事業者の指定等の
権限の都道府県から中核市への移譲」
（厚生労働省）

広島市
「民生委員とは別の者が児童委員になる
ことができるよう見直し」（厚生労働
省）

豊田市
「マイナンバー法上の通知カードの券面
事項の住所変更に係る追記事務の廃止」
（内閣府、総務省）

滑川市
「砂利採取計画の認可事務等について、
市町村が関与する機会の拡大」（経済産
業省、国土交通省）

広島市
「市町村において照会可能な年金記録の
範囲の拡大」（厚生労働省）

表 提案団体が市のみとなる重点事項（★★は子ども・子育て支援法関係）
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